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はじめに
　本誌は、明治大学の司書・司書教諭課程の受講生を主たる読者対象とする年報とうかがって
いるが、明治大学は資格課程の中に教職課程、社会教育主事課程、学芸員課程、司書・司書教
諭課程がそろっており、これらの科目を共通して受講している学生も多いと思う。そしてこれ
らの課程は単なる「寄せ集め」ではなく、全体として「生涯学習・生涯教育」の理念のもとに
統合されており、また、中でも社会教育主事課程、学芸員課程、司書（・司書教諭）課程は、
広義の社会教育機関としての公民館、博物館、図書館にそれぞれ密接に関連を持つものである。
せっかく明治大学の資格課程で学ぶからには、これらをバラバラにとらえるのではなく、それ
ぞれの関連性を考えるという視点も持ってもらいたいと筆者は思っている。
　そこで、本稿では、「在住外国人への情報提供」という観点から、2004－2005年に神奈川県
で、広く社会教育機関に行った調査を紹介する中で、それぞれの施設の関係性や独自性を検討
する手がかりとしたい。なお、本調査の報告は、『多言語生活情報提供・流通：その現状とこ
れから』（以下、「本報告書」）1）としてまとめられている。
1．調査の背景：「内なる国際化」と「図書館ネットワーク」の先進県としての神奈川県
　2004年末の統計によると、神奈川県の外国人登録者数は、全国の都道府県中4位の147，646人
（人口の1．69％）である。国籍別の比率は、中国：25．1％、韓国・朝鮮：23．0％、ブイリピン：
11．4％、ブラジル：9．4％、ペルー：5．6％、その他：25．5％となっている2）。
　このように神奈川県は全国でも外国人の多い県であるが、特筆すべきは1980年代から神奈
川県で定住外国人の人権擁護を中心にさまざまな施策・研究を行われてきている点にある。
1982年から神奈川県自治総合研究センター設置の研究チームの1つとして1年間、「国際化に
対応した地域社会のあり方」のテーマの研究チームが研究活動を行い、『神奈川の韓国・朝鮮
人：自治体現場からの提言』3）をまとめている。1983年には「神奈川県内在住外国人実態調査
委員会」が組織され、同委員会の報告『日本の中の韓国・朝鮮人、中国人：神奈川県在住外国
人実態調査より』4）は、今日のようにエスニシティ関係の調査が盛んになる前の早い段階の質の
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高い調査として高く評価されている。また、1990年の出入国管理法の改正5）以降、急速に増え
てきた「ニューカマー」も視野に入れた調査としては、2001年に「かながわ自治体の国際政策
研究会」により『神奈川県外国籍住民生活実態調査』6）がまとめられた。本稿でとりあげる調
査は直接的には、同調査のあとを受けて、神奈川県国際交流協会で行われたものである。
　また、神奈川県は図書館情報ネットワークについても先進県であるという点も押さえておく
必要があるだろう。同県の図書館情報ネットワークの成立については、松井純子の論文7＞に詳
しい。同論文は、県域自治体行政のあり方を考えるという意味でも参考になるものである。
2．調査の概要
　調査・集計は神奈川県国際交流協会によって行われた。筆者は、社会教育関係の質問紙の作
成と分析を中心的に行った。本調査のうち社会教育施設等への調査概要は以下の通りである。
A．質問紙調査
　調査期間：2004年10月1日～11月15日
　方法：自記式による質問紙（アンケート）調査。郵送により送付、返還。
　調査対象と回収数：下に表1として示す。
　アンケート調査の内容：以下の6つの大きなカテゴリーのもとに問いを設定した
　①多言語生活情報について、②外国語図書について、③利用者サービスについて、④職員に
　ついて、⑤他の機関との連携について、⑥意見
調査対象と回収率
送付件数 回　答　数 回収率（％）
図　書　館 78 61 78．2
公　民　館 192 107 55．7
国際交流ラウンジ 7 7 100
国際交流協会 20 15 75．0
B．ヒアリング調査
　上記の質問紙調査を補うため、2004年12月21－22日に、横浜市泉図書館と愛川町立中津公
民館のヒアリングを行った。
3．調査結果
以下、調査結果のうち、本稿の主旨に沿うものの抜粋を示す。
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3－1　多言語生活情報の資料収集
はい 　　、｢い尺 無回答 合　計
図　書　館
@　（％〉
31
T0．8
28
S5．9
?．? 61
P00
公　民　館
@　（％）
12
P1．2
91
W5．0
?．? 107
P00
国際交流協会
@　（％）
　5
R3．3
10
U6．7
?．? 15
P00
国際交流ラウンジ
@　　（％）
　6
W5．7
?．?
　1
P4．3
??
合　　計
@（％）
54
Q8．4
129
U7．9
?．? 190
P00
総数が少ないながら、国際交流ラウンジの収集率の高さが目につく。それぞれの数値は各施設
の性格を反映していると言えるだろう。
3－2　多言語表記の利用案内書や館内掲示
はい 　　、｢いえ 無回答 合　計
図　書　館
@　（％）
26
S2．6
26
S2．6
　9
P4．8
61
P00
公　民　館
@　（％）
13
P2．1
92
W6．0
?．? 107
P00
国際交流協会
@　（％）
　2
P3．3
13
W6．7
?．? 15
P00
国際交流ラウンジ
@　　（％）
　5
V1．4
　1
P4．3
　1
P4．3
??
合　　計
@（％）
46
Q4．2
132
U9．5
12
U．3
190
P00
興味深いことに、3－1とほぼ同様の傾向が見られた。やはり、多言語の案内等と自館の資料
は連動しているということだろう。多言語の案内等は日本語がわからない人に対してだけでは
なく、日本語がわかる外国人にも「その人を迎える姿勢を示す」という効果をもつと言われて
いる。今後積極的に導入すべき問題と言えるだろう。
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3－3　外国語図書の所蔵
0冊 1－100
101－
Q00冊
201－
T00冊
501－
P000冊
1001冊
ﾈ上 無回答 合計
図　書　館
@　（％）
?．?
　9
P4．8
?．? 　7
P1．5
15
Q4．6
21
R4．4
?．? 61
P00
公　民　館
@　（％）
47
S3．9
?．? ?．? ?．? ?．? ?．? 53
S9．5
ユ07
P00
国際交流協会
@　（％）
　3
Q0．0
?．? ?．? ?．? ??? ?．? 　9
U0．0
15
P00
国際交流ラウンジ
@　　（％）
?．? 　4
T7．1
　1
P4．3
?．? ?．?
　1
P4．3
　1
P4．3
??
合　　計
@（％）
53
Q7．9
20
P0．5
?．? ?．? 16
W．4
23
P2．1
67
R5．3
190
P00
「図書」館としての性格上、図書館での所蔵が多いのは当然であるが、1001冊以上が、34．4％
あることに注目したい。図書館の多文化サービスでは、ある程度の蔵書の絶対量が必要である。
最新の全国公立図書館調査で、1001冊以上が10．0％であることを考えると8）、神奈川県の図書
館では、多文化サービスをやっている図書館の割合が高いと言うことができる。
3－4　国際交流／国際理解／外国人支援を行うボランティア・グループ等へのスペースの提供
（過去1年の実績の有無）
はい 　　、｢い凡 無回答 合　計
図　書　館
@　（％）
?．? 59
X6．7
?．? 61
P00
公　民　館
@　（％）
34
R1．8
70
U5．4
?．? 107
P00
国際交流協会
@　（％）
　4
Q6．7
11
V3．3
?．? 15
P00
国際交流ラウンジ
@　　（％）
　7
P00．0
?．? ?．? ??
合　　計
@（％）
47
Q4．7
140
V3．7
?．? 190
P00
合計の「はい・いいえ」をみると、3－1、3－2に近いが、その分布の違いが顕著にあらわれて
いる。国際交流ラウンジの活動はやはり目を引くが、公民館がスペースの提供には大きな役割
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を果たしているのをみることができる。
　以上、非常に簡単ではあるが、調査の大枠の質問の抜粋を示した。実際の調査では質問数は
大枠で26問、その他に枝問の設問があり、「本報告書」では、それらの集住度別分析なども行
われている。興味を持たれた方は、ぜひ「本報告書」を参照されたい。
4．まとめと提言
　本調査は、「多言語情報に関し、公民館を含めた社会教育施設を本格的に調査したのは全国
でも初めて」のものとされ、『読売新聞』9）にも掲載された。各施設の特色が分かる貴重な調査
といえるだろう。
　以下、本稿では触れることのできなかった設問や自由記述、ヒアリングも踏まえた提言を示
し、まとめとしたい。これについても各項目の詳細については、「本報告書」を参照されたい。
①「スペースのある」公民館、「資料を持つ」図書館、「〈居場所〉としての機能を持つ」ラウ
　ンジ、「地域における外国人の情報を総合的に持つ」国際交流協会、のそれぞれの特色を出
　しつつ有機的な連携が必要である。
②属人性を越えて取り組みを進めるためには、共通のマニュアルの文書化が必要であろう。
　その際、異地域間での情報交換が肝要である。
③層としての人材育成のための研修が必要とされている。
④「作り手の心がけ」などの作成にかかわる情報プロダクトするための指針が必要である。
⑤ニーズ把握のための調査が必要である。外国人の生活一般の調査ではなく、情報に特化した
　継続的な調査が必要。
⑥生活情報は更新頻度が高いので、多言語生活情報はできるだけIT化することが望ましい。
⑦更新される情報のフォローの困難さが指摘されている。全国、県域、市町村各レベルで、多
　言語生活情報を集中管理するシステムの構築が望まれる。
　現代社会において、「知る権利」「学習権」「情報へのアクセス権」とは基本的人権の1つで
ある。世界人権宣言や国際人権規約等では、「表現の自由」を保障することがうたわれ、「知る
権利」「情報へのアクセス権」は、この「表現の自由」と表裏一体のものとして解釈されてい
る。人権とは、「すべて」の人に保障されるべきものであり、その人の国籍や出身国、民族に
よってその権利が制限されてはならないものである。また、「国民ではなくても住民」である
外国人は自治体のサービスを享受する権利をもつ。ここに自治体や学校教育、社会教育機関が
外国人の情報利用をサポートし、情報サービスを提供する意義をみいだすことができる。なお、
「母語による情報提供」ということを考えるとき、まだ日本では一般的ではないが、「言語権」
「文化（享有）権」といった新しい人権概念も視野にいれていく必要があるだろう。本調査を
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1つのきっかけとし、在住外国人への情報サービスがさらに充実していくことを望むものであ
る。
　調査に協力してくださった各機関のみなさまと、抜粋の掲載を許可してくださった神奈川県
国際交流協会のみなさまにこの場を借りて、感謝申し上げる。
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